
市民が直接利用する行政サービスの情報化のうち、全庁共通で利用可能なシステムについての導入・維持を行い、市民
サービスの向上及び行政事務の効率化を図る。

市民向け街頭端末については、利用頻度を精査し、台数や設置施設の見直しを適宜実施する。
簡易電子申請システムについては、現行の運用を継続する。

今後の
方向性

行政サービスの情報化を進める情報化
自律協働都市

施
策
の
大
綱

総務部総務課

事業： 行政サービス情報化事業 0407

03

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第5章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

市ホームページ等から申請や申込を受け付ける等行政サービスの情報化
に貢献した。B

簡易電子申請の利用件数が多いが、街頭端末の利用頻度が少ないた
め。

A
B

A

目

標

行政サービスの情報化を促進し、市民の利便性及び行政事務の効率化を図る。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

6,547

1,895

0.60

0.00

1,866

0

0

29

一人あたり

世帯あたり 138

60

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

2,287

2,273

0

0

14

6,128

0.50

0.00

130

55

-392

-407

0

0

15

419

0.10

0.00

8

5

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

B

B
B

A

人件費

公債費

内
訳

4,652

0

事業費（決算額） 1,895

3,841

0

2,287

811

0

-392 (千円)

 (千円)

 (千円)
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